
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度      事 業 報 告 書

特定非営利活動法人全国木材資源 リサイクル協会連合会

1 事業の成果

我が国は 2050年 のカーボンニュー トラルに向け、地球温暖化対策の新たなスター トを切った。再

生可能エネルギーである木質バイオマス発電の役割が高まり、既存事業者への配慮など燃料供給元と

しての当団体の取り組みが一層重要となつている。令和 3年度も新型コロナウイルスの影響により、

社会経済活動は大きく制約され、感染症対策を図りつつ社会経済活動の回復を目指す手探 りの状況が

続いた。コロナ禍の中、令和 2年度の住宅着工はマイナス 8.1%と なり、建廃の発生量は大都市圏を

中心に 10～ 15%程度減少した。これにウンドシヨツクが重なり、住宅着工は厳 しさが続いた。住宅

着工は回復 したものの、それが建廃の発生量に結びついていない。一方、バイオマス発電施設は老朽

化によるトラブルで燃料使用量が減 り、いま需給両面の減少でかろうじてバランスを保つている状況

である。

ビジネス面では、テレワークや リモー ト会議などが定着した。当団体でも各地域協会でリモー ト

会議を開催、連合会においても理事会、委員会をリモー トで開催 した。

こうした中で、関係機関と連携 して木材 リサイクル事業を着実に進めてきた。

また、本年度は役員・役職の改選の年にあたり、総会で役員、臨時理事会で役職について、それ

ぞれ現行通 り継続することとした。

さらに、現事務所の定期建物賃貸借期間が終了し、事務所移転の準備を進めた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係 る事業 (事業費の総費用 【6,613】 千円)

定款
キ
C
事

に記載
れた
業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

木材資源等の再利

用に関する、出版

物、ホームページ

等による普及啓発

事業

リニューアル したホームページに

より情報を得やす くするととも

に、会員名簿、FIT認定事業者等、

最新情報の提供に努めた。

子供向けの 「木のリサイクルのお

はなし」を発行 し、イベン トで活用

した。連合会通信 11回配信。

毎月

通年

全 国 4人

会 員 及 び

木材 リサイ

クル関連企

業、エコに

関 心 あ る

市民

1,872

木材資源等の再利

用に関する環境保

全のための、イベ

ン ト、セ ミナー、

シンポジウム、講

演等の開催事業

コロナ禍の中、時局講演会、環境教

育講座等、計画しても開催できな

かつたイベン トが多かった。エコ

プロダクツ 2021に‐ついては、出展

することができた。

東京 4人

会員及び

木材 リサイ

クル関連企

業、エ コに

関 心 あ る

市民

1,284

木材資源等の再利

用に関する技術及

び法案整備のため

の調査、研究事業

木材資源 リサイクル調査及び広報

活動推進委員会 (2回 )を リモー ト

で開催 した。

各種調査の実施

・木質バイオマス需要調査 適 時

全国

東京 15人

会員及び

木材 リサイ

クル関連企

業、エコに

関 心 あ る 約 300人

1,198



・木質チップ等生産会員実態調査

・市場価格調査

木質資源安定供給検討会を開催。

国への 「要望書」を提出した。

11月 17日

7月 15日

市 民

木材資源等の再利

用を通 じた環境保

全に関する情報提

供事業

関係機関との協調・合意・連携

ホームベージを活用 した情報提供

木質資源安定供給検討会 (再掲)

国・自治体の施策への協力と調整

適時

11月 17日

12回

全国

東京

15人
会 員 及 び

木材 リサイ

クル関係機

関、エコに

関 心 あ る

市民

行政

約 300人
1,130

木材資源等の再利

用に関する活動を

行 う団体に関する

助言、指導又は援

助に関する事業

地域協会等との交流

関係会議に出席

NEDO品質規格専門委員会

3団体

1会議

全国

東京 10人
木材 リサイ

クル関係機

関

行政

1,129

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千 円)

実施 していません

ヽ
ヽ

ヽ

ヽ



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和3年度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会

事 業 報 告 用

取

3,938,000
1,296,000

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受
]導諄ξ儒

貪言価益市設寸x

3.540.000
3,540,000

0

3 受取助成金等
受取補助金

木材 資源 等 の 再利 用 に 関す る.出版 物 .ホ ー ムペ ー ジ年 に よ る 普及 啓 発 事 業

本社資源等の再利用 |こ関する栞夏保全のためのイベント.セ ミナー.シ ンポジウム.講演等の開催事業

本材 資ツ,原 等 の 再利 用 に 関す る技術 及 び .法案 整 備 の た め の 調査 .研究 事 業

本材資源等の再利用を通した環責保全 |こ 関する情報提供事業

4

本材資源等の再利用に 千 る活動 を行 うШ ズ はす る る

5 その他の収益
受取利息等

6.108
6.108

'収
益 計 0 175 688

経 常 費 用
ζ業費

給料手当
役員報酬
通勤手当

923,319
2,484,000

90.891

(1)人

790

旅費交通費
地代家賃 (水道光熱費含む)

会議費
調査費
研修費
広告宣伝費
印刷費
HP管理費
通信費
消耗品費
備品費
支払手数料
雑費
慶弔費

2.650.832)そ
16,571

1.243.746

87,779

68,590
0

154.886

124,225
726,825

174.460

34,447

旅費交通費
地代家賃 (水道光熱費含む)

会議費
印刷費
通信費
消耗品費
備品費
支払手数料
雑費
慶弔費

352

1

2 の

50 532

給料手当
役員報酬
通勤手当

l.599

138,750

40.222
11.974

19,386

0,827

1,490

105

0

102.591

276,000

11,099

7.2,0.408

① 1.905.280|当 期 経 常 増 減 額 A B

過年度損益修正益

C

固 産 売

災害損失

D

法人税.住民税及び事業税
10.586.723

12.492.003

|

|

0

130.000
222.580

0

43 000

395,58

3,962.00

13,410
945

0

|

1   金 l・

:硼

B

費

常 t用 テ

経 常 外 収

…

■二量」

,外

「 1 正



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

|

|

A の

1

12.963.869
現金預金

未収金

12,860,7681

103,1011

2

(1) 形 固

(2 形

3 の の

【A】 資 産 合 計 ①+② 12,963.869

B-1
1

未払金

預 り金

2

十

B-2
前期繰越正味財産額 10,586,723

当 正 味 産 1 905 2801

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 12.963.869

特定非営利活動法人全国木材資源 リサイクル協会連合会

|



崖 L 16号 (法 28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 2017年 12月 12日  一部改正 NPO法

人会計基準協議会)によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法
引当金の計上基準
施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

事業別損益の状況

①木材資源等の再利用に関する、出版物、ホームページ等による普及啓発事業
②木材資源等の再利用に関する環境保全のための、イベント、セミナー、シンポジウム、講演等の開催事業
③木材資源等の再利用に関する技術及び法案整備のための調査、研究事業
④木材資源等の再利用を通じた環境保全に関する情報提供事業
⑤木材資源等の再利用に関する活動を行う団体に関する助言、指導又は援助に関する事業

(2)

(3)

(4)

(5)

国頭□ 目田

1,296,534

1,002,000

496.800

184.664

19,979

2,879

249,749

17,556

38,010

726,825

34,892

6.890

2.682

189

890,000

687,000

130,000

831,000

642,000

222,580

783,000

605,000

13000

醒疑歴副□

1.受取会費
2.受取寄附金
3.事業収益
4.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

役員報酬
給料手当
通勤手当等
法定福利費
人件費計

(2)その他経費

旅費交通費
地代家賃

会議費

調査費

研修費

業務委託費

広告宣伝費

印刷費

報償費

HP管理費

災害援助費

通信費

消耗品費

備品費

支払手数料

雑費

慶弔費

その他経費計

経常費用計
当期経常増減額

1 695 0 1 000

651,466 5,234,000

3,540.000

395.580
6 108 6 108

782.000

604,000

30,000

4,582,534

3,540,000

395,580

58 90 958 58 90 958

79 401 79 399

496,800

184.664

19,978

2,878

249,750

17,556

154,836

21,554

34,892

6.890

2.682

189

496,800

184.664

19,978

3,968

249,749

17,556

68,590

34,892

6.889

2,682

189

496,800

184,664

19,978

3,968

249,749

17,556

34,892

6,889

2,682

189

496,800

184,663

19,978

2,878

249,749

17,555

34,392

6,889

2,682

189

2484000

923,319

99,891

2,760,000

1,025,910

110,990

276,000

102,591

11,099

958 454 790 532 505 322

21,554 21,554 21,553

16,571

1.248,746

87,779

68,590

0

0

154,836

124,225

0

726,825

174,460

34,447

0

13.410

945

0

1,599

138,750

40,222

18,170

1,387,496

128,001

68,590

0

0

154,836

136,199

0

726,825

0

193,845

38,274

0

14,900

1,050

0

11,974

19,385

3,827

1,490

105

国区□ 四画□図 四西國 2,868,186匝洒コ囮 四厖四 四区口 国□四

72 073 1 198 469 1 129 879 128 786 0 □ Ⅸ回 657 574 7,270,4081

426 461 42 73 497 111 271 121 287 214 □ 日 2 D □匝コ ロ

目罰田 回 コ■

…

剪 珈

… …

麺

…
■団理底■
■国理型旦□□□□|■回壼璽|

1   2.298,5341   1,707,000 40 1,416.000

=董
亜亜II璽霊理E璽亜亜璽

792.400 I 792,400 I 192.400 3.962,000 I 440.2221 4.402.222

「

1爾扇万



算定方法

3 の の ス の の

4

円 )

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

:円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の核分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、通勤手当、法定福利費、旅費交通費、地代

家賃、印刷費、通信費、消耗品費、支払手数料については、按分しています。

その他の事業に係る資産の状況
令和 3年度は、その他の事業は実施しておりません。

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額千斗日 期 首取得価額 取得

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

期首残高 当期借入科 目

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員 と
の取引

内、近親者

及び支配法

人 との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

「

~=葬
戸
~

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

~~~~可 ~~~~丁 ~~~~L_壁堕区済」_期末残高



書式第 17号 (法 第 28条関係 )

令和3年度 財産目録

事 業 報 告 用

環金

fft窯 行普通預金

12,860,768

未収金
3月 分社会保険料

103,1()1

103,101

棚卸資産 (:||

2

1

(2)
ソフトウェア

借地権

＞

敷

３

１

そ

金

【A】 資 産 合 計 ①+② 12.963.869

未払金
3月 分報酬.給料.社会保険料

471,866
471.866

預 り金 0

長期借入金

退職給付引当金
職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 471.866

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 12.492.003

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会

．
‐

０‐



書式第 18号‐
(法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並び
にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人全国木材資源リサイクル協会連合会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

Z各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

年

　

年

月

　

月

年  月  日

役 名
どちらかにO

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)
氏    名

1
監 事理 事

フシ
｀
エタ

゛
 シンシ

゛

藤枝 慎治

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

2
・監事

スス
｀
キ タカシ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月   日

月   日鈴木 隆

3 監 事

ヤマク
゛
チ アキヒコ

山口 昭彦 令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

4
′´~｀

ヽ

鯉ジ・監事
タカノ ケンシ'ロ ウ

令和4年 3月 31日

年   月   日

年  月  日鷹野賢次郎

つ 監 事

カタオカ シケバル 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日片岡 重治

6 監 事

ウエダ ヤスヒサ

上田 恭久

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年   月 日

日年 月

7 ・監事
ナカノ ヒカル

中野 光

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

8

サクライ クイ

櫻井 慶

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日 年 月 日

9

)1 z'( , r',
粕谷 毅

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

年  月  日
:

令和3年 4月 1日

令和3年 4月 1日

⌒

Q量ヲ・監事
年  月  日

C)監事



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

10 ① ‖ごll‐

イシタ・ ケンシ
゛

石 田 謙治

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

ll
1語

ll‐

フナコシ ノホ
゛
ル

船越 登

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

12
⌒

使亀多力監事
オハラ リュウジ

小原 隆二

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年   月 II

II年 月

13
⌒

、亀多ナ監事
ハラ ノフ

゛
オ

原 信男

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

令和 2年

令和3年

4月  1日

3月  31曰

14

タナカ カズマサ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月    日

月   日田中 一正

15
′
´
ヽ

理事(こソ
ヤフ

゛
キ ケンシ

゛
令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日矢吹 賢二

|

´
｀

、

理事t監ジ

|



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人全国木材資源 リサイクル協会連合会

氏    名

1

市川燃料チップ(株 )

代表取締役社長
彦坂 裕―

2

シナネンエコワークい
代表取締役社長
神田 勉

3

木材開発 (株)

代表取締役
谷 正綱

4

(株)タ ケエイ
代表取締役社長
阿部 光男

5

日本製紙木材い
代表取締役社長
羽山 邦彦

6

いグーン
代表取締役
藤枝 慎治

7

いクリーンシステム
代表取締役
鈴木 隆

8

門倉工業い
代表取締役
伊藤 晃

9

いエコグリーン
代表取締役
山口 良治

10

フルハシEPOい

代表取締役社長
山口 直彦

11

東京ボー ドエ業帥
代表取締役社長
井上 弘之

12

石坂産業 (株 )

代表取締役
石坂 典子


